
国立大学法人徳島大学（法人番号4480005002568）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　法人の長

　理事

　理事（非常勤） 該当者なし

　監事

　監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２９年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,436 11,178 5,034 223 （調整手当）
千円 千円 千円 千円

186 （調整手当）

13,514 9,325 3,978 24 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

13,991 9,816 3,978 196 （調整手当） 4月1日
千円 千円 千円 千円

762 （調整手当）

12,415 7,620 3,289 744 （単身赴任手当） 4月1日 ◇
千円 千円 千円 千円

173 （調整手当）

12,574 8,675 3,701 24 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

152 （調整手当）

11,048 7,620 3,088 187 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,416 1,416

期末特別手当の支給割合を年間0.05ヶ月分引き上げ
平成29年度中の本給及び調整手当を5％減額（平成28年度から引き続き在職する
者のみ）

 注： 総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

③ 役員報酬基準の内容及び平成２９年度における改定内容

法人の長

A理事

B理事

A監事

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学
法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が
運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人1,789人）や教育・研究事業で比較的同等と認め
られる、近隣地域の以下の法人等を参考とした。
(1) 国立大学法人島根大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している
（常勤職員数1,583人）。公表資料によれば、平成28年度の長の年間報酬額は17,297千円であり、公表
対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、17,372千円と推定される。 同様の考え
方により、理事については14,186千円、監事については11,850千円と推定される。
(2) 事務次官年間報酬額･･･23,175千円

　期末特別手当において、当該役員の業務実績の評価により、その額の１００分の１０の範囲内で増額又
は減額することができる。

 注： 「広域異動手当」とは、就任直前に遠隔地に在勤していた役員に、異動の距離区分に応じて支給している
　　　ものである。

 注： 「前職」欄の 「◇」は、役員出向者を示す。

期末特別手当の支給割合を年間0.05ヶ月分引き上げ
平成29年度中の本給及び調整手当を10％減額

期末特別手当の支給割合を年間0.05ヶ月分引き上げ

その他（内容）

② 平成２９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

D理事

前職
就任・退任の状況

改定なし

役名

C理事

B監事
（非常勤）

 注： 「調整手当」とは、地域の民間賃金水準を報酬（給与）に反映するように、物価等を踏まえて支給している
　　　ものである。
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３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

　徳島大学の理念・目標は、自主と自律の精神に基づき、真理の探究と知の創造に努め、卓越した学術
及び文化を継承し、世界に開かれた大学として、豊かで健全な未来社会の実現に貢献することとしてい
る。
　監事（非常勤）の職務内容は、国立大学法人の業務を監査することとなっており、責任の度が高度であ
る。
　監事の報酬月額は、他の同規模の国立大学の監事（非常勤）と同水準となっている。
　こうした職務内容の特性や他の同規模の国立大学との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考
えられる。

　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、民間企業等との比較
などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。

　徳島大学の理念・目標は、自主と自律の精神に基づき、真理の探究と知の創造に努め、卓越した学術
及び文化を継承し、世界に開かれた大学として、豊かで健全な未来社会の実現に貢献することとしてい
る。
　法人の長の職務内容は、学長として校務をつかさどり、所属職員を統督するとともに法人を代表し、そ
の業務を総理しており、責任の度が特に高度である。
　法人の長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,814千円と比較した場
合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,175千円と比べてもそれ以下となっている。
　法人の長の報酬月額は法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定してい
るが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言える。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えら
れる。

　徳島大学の理念・目標は、自主と自律の精神に基づき、真理の探究と知の創造に努め、卓越した学術
及び文化を継承し、世界に開かれた大学として、豊かで健全な未来社会の実現に貢献することとしてい
る。
　理事の職務内容は、学長を補佐して国立大学法人の業務を掌理し、学長に事故があるときはその職
務を代理し、学長が欠員のときはその職務を行うこととなっており、責任の度が高度である。
　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員（取締役）報酬19,274千円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,175千円と比べてもそれ以下となっている。
　理事の報酬月額は民間企業の役員報酬を参考としている国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏
まえて決定しているが、理事の職務内容の特性は上記のとおりであり、民間企業の役員と同等以上であ
ると言える。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えら
れる。

　徳島大学の理念・目標は、自主と自律の精神に基づき、真理の探究と知の創造に努め、卓越した学術
及び文化を継承し、世界に開かれた大学として、豊かで健全な未来社会の実現に貢献することとしてい
る。
　監事の職務内容は、国立大学法人の業務を監査することとなっており、責任の度が高度である。
　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員（取締役）報酬19,274千円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,175千円と比べてもそれ以下となっている。
　監事の報酬月額は民間企業の役員報酬を参考としている国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏
まえて決定しており、他の同規模の国立大学の監事と同水準となっている。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えら
れる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２９年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

1,067
(36,365)

1
(38)

0
(0)

29.3.31 -

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について

【文部科学大臣の判断理由等】
区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　期末特別手当において、当該役員の業務実績の評価により、その額の１００分の１０の範囲内で増額
又は減額することができる。

　該当者なし

監事

監事
（非常勤）

法人の長

理事

監事
（非常勤）

　該当者なし

判断理由

 注： 理事については、役員在職期間を役員退職手当規則に適用させて算出した額を記載するとともに、

　　　括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の括弧の期間）を

　該当者なし

　当該理事は、研究・国際担当として、自由な発想を尊重した独創的な研究の推進及びイノベーションを
導く社会的要請の強い課題を解決するため、社会総合科学、医学、歯学、薬学、理工学及び生物資源
産業学を中心とし、国際社会や地域社会で高く評価される研究成果を発信する拠点の形成とその研究
支援体制の強化を行うなど本学の運営及び研究推進に貢献した。
　当該理事に対する退職手当の額は、国立大学法人徳島大学役員退職手当規則において、役員として
の在職期間におけるその者の業務の実績等に応じ、経営協議会の議を経て、これを増額し、又は減額
することができると規定しており、これらの業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人
業績評価の結果を総合的に勘案した上で、増額又は減額を行わないこととした。

法人の長

理事

法人での在職期間

　　　もって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

監事
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２９年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　国立大学法人徳島大学職員給与規則に則り、基本給（基本給月額及び基本給の調整額）、賞与（期
末手当及び業績手当）及び諸手当（管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、調整手当、広域異動
手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、有資格職務手当、専門看護手当、臨床手当、特殊勤務
手当、超過勤務手当、休日手当、夜勤手当、宿日直手当及びオンコール手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（基本給＋扶養手当＋調整手当＋広域異動手当）に6月に支
給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合においては100分の137.5を乗じ、さらに基
準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　業績手当については、業績手当基礎額（基本給＋調整手当＋広域異動手当）に業績手当成績率決
定基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
　なお、平成29年度では、①基本給について、平均0.2％の引き上げ、②扶養手当について、配偶者に
係る手当額を3,000円引き下げ、子に係る手当額を1人につき1,500円引き上げ、③初任給調整手当に
ついて、支給月額の限度額を100円引き上げ、④業績手当について、業績手当成績率決定基準に従っ
て定める割合を0.1月分引き上げた。

　当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、次に示すとおり、他の国立大学法人等、国家公務
員のほか、平成29年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当該法人1,789
人）・職種別平均支給額を参考にした。
(1) 国立大学法人島根大学･･･当該法人は、教育・研究事業において類似する近隣地域の国立大学法
人であり、法人規模についても同等（常勤職員数1,583人）となっている。
(2) 国家公務員･･･平成29年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は
410,719円となっており、全職員の平均給与月額は416,969 円となっている。
(3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の４月の平均支給額
は202,296円となっている。
　また､中期計画における人件費見積りの範囲内で、人件費を病院部門と病院以外の部門で、それぞ
れ一元的に管理することとし、本法人の業務内容、業務量に応じた適正な人員配置を行うとともに、学
長裁量による人件費枠を確保し、機動的かつ重点的な人員配置を行うことによって、人的資源の効果
的運用と効率的配分を図り人件費の管理に努める。

　職員の勤務成績評価の結果を基礎資料とし、その成績等に応じて、現に受けている基本給の昇給・
昇格・降格及び賞与（6月期、12月期）における支給割合の増減を決定する。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,522 43.8 6,502 4,690 44 1,812
人 歳 千円 千円 千円 千円

329 43.7 5,510 4,001 55 1,509
人 歳 千円 千円 千円 千円

613 49.9 8,563 6,134 37 2,429
人 歳 千円 千円 千円 千円

489 36.5 4,801 3,498 45 1,303
人 歳 千円 千円 千円 千円

88 42.4 5,362 3,881 49 1,481
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

119 40.4 6,501 6,501 39 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

119 40.4 6,501 6,501 39 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

121 41.7 3,938 2,910 45 1,028
人 歳 千円 千円 千円 千円

34 46.9 3,159 2,355 54 804
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 45.7 5,946 4,337 44 1,609
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 52.2 4,364 3,238 68 1,126
人 歳 千円 千円 千円 千円

38 27.7 3,780 2,807 22 973
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 48.9 3,604 2,638 60 966

人 歳 千円 千円 千円 千円

106 42.0 6,540 6,540 99 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

106 42.0 6,540 6,540 99 0

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注：医療職種（病院医師）については、該当者がいないため記載していない。

注：常勤職員のその他医療職種とは、大学の学生や職員に対する保健管理に関する業務を行う職種を示す。

注：技能・労務職種とは、自動車運転手、用務員等である。

注：該当者が2名以下である職種については、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　人数以外は記載していない。

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

再任用職員

その他医療職種
（看護師）

非常勤職員
（年俸制）

技能・労務職種

教育職種
（大学教員）

事務・技術

常勤職員

在外職員

うち賞与平均年齢区分

その他医療職種
（医療技術職員）

平成２９年度の年間給与額（平均）

総額
人員 うち所定内

医療職種
（病院看護師）

非常勤職員

事務・技術

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

常勤職員
（年俸制）

その他医療職種
（看護師）

任期付職員
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：年齢24～27歳及び年齢28～31歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定される

　　おそれのあることから、年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 8 58.0 8,724

課長 30 55.8 7,440

課長補佐 25 51.9 6,481

係長 144 47.0 5,740

主任 41 39.1 4,833

係員 81 31.6 3,890

注：「課長」には、課長相当職である「室長」及び「技術部門長」を含む。

注：「課長補佐」には、課長補佐相当職である「副課長」、「専門員」、「技術専門員」及び「副技術部門長」を含む。

注：「係長」には、係長相当職である「専門職員」及び「技術専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 256 55.8 9,922

准教授 154 48.5 8,121

講師 108 45.4 7,689

助教 94 41.1 6,377

教務員 1

注：「教務員」の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び

　　年間給与額は記載していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 4 58.0 7,371

看護師長 37 50.5 6,370

副看護師長 51 44.8 5,646

看護師 396 33.9 4,454

注：「看護部長」の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び

　　年間給与額は記載していない。

注：「副看護部長」の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額

　　（最高～最低）は記載していない。

注：「看護師」には、看護師相当職である「助産師」を含む。

 6,983 ～ 5,830

 6,791 ～ 3,948

 6,456 ～ 4,295

 6,177 ～ 3,278

13,132 ～ 7,505

 9,744 ～ 6,570

 4,903 ～ 3,007

（最高～最低）

～

 7,217 ～ 5,208

 9,382 ～ 5,908

 7,397 ～ 4,295

～

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

～

分布状況を示すグループ 人員

平均年齢

 6,124 ～ 3,948

11,446 ～ 7,360

分布状況を示すグループ

千円

千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）
人員

年間給与額

8,276 ～ 6,211
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④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

58.1 55.9 56.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 44.1 43.1

％ ％ ％

         最高～最低 49.9～37.5 50.9～40.0 　50.5～39.1　

％ ％ ％

59.2 56.9 57.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.8 43.1 42.1

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～37.5 49.5～39.8 45.9～38.8

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.4 55.4 56.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.6 44.6 43.7

％ ％ ％

         最高～最低 59.1～38.6 58.8～40.9 58.9～39.9

％ ％ ％

59.0 57.0 57.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.0 43.0 42.1

％ ％ ％

         最高～最低 49.5～37.7 50.6～33.6 50.1～36.6

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.7 53.8 52.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.3 46.2 47.2

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～47.9 49.5～44.7 49.0～46.3

％ ％ ％

58.3 56.3 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.7 43.7 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～35.3 49.5～32.2 49.0～36.2

賞与（平成２９年度）における査定部分の比率
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

(医療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

(事務・技術職員）

(教育職員（大学教員））

区分
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 ８１．８
・年齢・地域勘案 ８９．１
・年齢・学歴勘案 ８１．１
・年齢・地域・学歴勘案 ８８．８
（参考）対他法人 ９３．５

○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案 ９６．４
・年齢・地域勘案 ９５．７
・年齢・学歴勘案 ９５．６
・年齢・地域・学歴勘案 ９５．９
（参考）対他法人 ９５．４

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　９１．９
（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２９年度の教
育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

項目

引き続き適正な給与水準を維持する。

項目

（法人の検証結果）
　人員配置については、本学の教育、研究、管理運営等が効果的に実施できる
ように配慮して、長期的な教学的及び経営的展望に立って、適正化を図っている。
　また、給与水準については、① 職員給与の支給水準の設定等についての考え
方で参考とした他の国立大学法人等の給与水準と同等かそれ以下であり､対国家
公務員指数の状況及び上記の視点からみても、給与水準は適切である。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は
適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

対国家公務員
指数の状況

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は
適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

内容

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合：30.80％】
　（国からの財政支出額 13,924百万円、支出予算の総額 45,209百万円 ：
　平成29年度予算）
【累積欠損額 0円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 1.0％（常勤職員数489名中5名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 44.4％（常勤職員数489名中217名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 28.1％】
　（支出総額 44,141百万円、給与・報酬等支給総額 12,423百万円：
　平成28年度決算）

引き続き適正な給与水準を維持する。

対国家公務員
指数の状況

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合：30.80％】
　（国からの財政支出額 13,924百万円、支出予算の総額 45,209百万円 ：
　平成29年度予算）
【累積欠損額 0円(平成28年度決算) 】
【管理職の割合 11.6％（常勤職員数329名中38名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 69.9％（常勤職員数329名中230名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 28.1％】
　（支出総額 44,141百万円、給与・報酬等支給総額 12,423百万円：
　平成28年度決算）

内容

（法人の検証結果）
　人員配置については、本学の教育、研究、管理運営等が効果的に実施できる
ように配慮して、長期的な教学的及び経営的展望に立って、適正化を図っている。
　また、給与水準については、① 職員給与の支給水準の設定等についての考え
方で参考とした他の国立大学法人等の給与水準と同等かそれ以下であり､対国家
公務員指数の状況及び上記の視点からみても、給与水準は適切である。
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４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）

○事務・技術職員

・２２歳（大卒初任給）
　月額 179,200 円 　年間給与 2,928,000 円

・３５歳（主任）
　月額 277,800 円 　年間給与 4,600,000 円

・５０歳（副課長）
　月額 366,900 円 　年間給与 6,154,000 円

○教育職員（大学教員）

・２７歳（博士修了助教）
　月額 294,200 円 　年間給与 4,807,000 円

・３５歳（講師）
　月額 366,800 円 　年間給与 6,153,000 円

・５０歳（准教授）
　月額 459,700 円 　年間給与 7,711,000 円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者 10,000 円、子１人につき 8,000 円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　職員の勤務成績評価の結果を基礎資料とし、その成績等に応じて、現に受けている基本給の昇給・昇格・降格及び
賞与（6月期、12月期）における支給割合の増減を決定する。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

　○前年度(平成28年度)との比較について
　　　「給与、報酬等支給総額」及び「最広義人件費」がそれぞれ前年度比0.3%減及び1.4%増となった主な要因は､
　　　人件費抑制のため退職教員の後任不補充等によるポスト削減によるもの、また、国家公務員の給与の見直し
　　　に関連した給与月額及び諸手当の増額改定によるものと考えられる。

　○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平成30年1月から
　　　以下の措置を講ずることとした。
　　　役職員の退職手当について、支給水準の引き下げを実施した。
　　　役員に関する講じた措置の概要 ： 退職手当基本額の調整率を87/100から83.7/100に引き下げた。
　　　職員に関する講じた措置の概要 ： 退職手当基本額の調整率を87/100から83.7/100に引き下げた。

注：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用
　　　及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「18 役員及び教職員の給与の明細」
　　　における非常勤の合計額と一致しない。

注：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

22,744,625

退職手当支給額

区　　分

給与、報酬等支給総額
12,423,347 12,386,269

1,342,913

非常勤役職員等給与
6,164,792 6,284,223

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
22,428,222

2,684,447 2,731,219

1,155,635
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